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平成２４年第１回国立大学法人旭川医科大学経営協議会議事要旨 
 
 
１．日 時 ： 平成２４年３月２１日（水）１０：３０～１１：３５ 
２．場 所 ： 第二会議室 

 
３．出席者 ： 吉田 晃敏学長，笹嶋 唯博理事，松野 丈夫理事，飯塚 一理事， 

藤尾 均副学長，髙橋 剛委員，宮間 利一委員，宮本 光明委員， 

松田 忠男委員 

４．欠席者 ： 表 憲章委員 
５．陪席者  ： 宮森 雅司監事，前田 敬道監事，太田 貢学長政策推進室長，佐藤監査室長，

伊藤事務局長，中村総務部長，髙橋病院事務部長，石ケ森教務部長， 
  山内総務課長，藤井企画評価課長，今田会計課長，中西施設課長，成田医療支援課長， 
  堤総務課長補佐，国井総務課長補佐，滝本会計課長補佐， 
  松井総務係長，山村総務係主任 

 
 
 

議事に先立ち，学長から，平成２３年第４回（平成２３年１２月１６日開催）経営協

議会の議事要旨が諮られ，これが了承された。 

 
 
議 題 

１．平成２４年度年度計画(案）について 

本件について，学長から発議及び藤井企画評価課長から，資料１に基づき，当該計

画（案）のうち，特に経営に関する項目について説明があり，審議の結果，原案のと

おり了承された。 
なお，平成２４年度年度計画は，３月末までに文部科学大臣へ届け出るとともに，

本学のホームページで公表する旨学長から付言があった。 
 

２．平成２３事業年度収支見込み及び平成２４事業年度当初予算（案）について 

本件について，学長から発議及び今田会計課長から資料２－１～２に基づき説明が

あり，審議の結果，原案のとおり了承された。 
 

３．平成２４年度資金運用について 

本件について，学長から発議及び今田会計課長から資料３に基づき説明があり，審議

の結果，「北海道地区国立大学法人の資金の共同運用（通称Ｊファンド）」について，学

術振興後援資金を財源に，例年と同額の２千万円を１年間運用することが了承された。 
 

４．職員給与規程等の一部改正について 

本件について，学長から発議の後，昨年９月３０日に国家公務員の給与改定の人事院

勧告が行われ，本年２月２９日に「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律

案」が国会で成立し，本年３月１日から，国家公務員は人事院勧告に基づく給与改定が
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行われていることの説明があった。 

次いで，山内総務課長から資料４に基づき，人事院勧告の概要及び人事院勧告に係る

本学の対応案についての説明があった。 
引き続き，学長から，本学はこれまでも国家公務員の給与支給基準をほぼ踏襲して給

与規程の制定及び改正を行っていること。今回の人事院勧告に係る対応についても，国

家公務員と同様の改正を行うことの提案があり，審議の結果，これが了承された。 
 

５．国家公務員の給与の臨時特例に関する対応について 

本件について，学長から発議及び次のとおり報告があった。 
① 昨年６月３日に国家公務員の給与減額支給措置が閣議決定され，本年２月２９

日に「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律案」が国会で成立し，

国家公務員は，本年４月１日から臨時特例法による給与の減額が行われること。 

② 労働基準法等が適用になる本学職員には，直接適用になるものではないが，３

月８日付けで，文部科学省大臣官房長から，各国立大学長宛に，「法人の自立的・

自主的な労使関係の中で，国家公務員の給与見直しの動向を見つつ，貴法人の

役職員の給与について必要な措置を講ずるよう要請いたします。」との通知があ

ったこと。 

次いで，山内総務課長から資料１１に基づき，今回の臨時特例の概要説明が行われた。 
引き続き，学長から，次のとおり説明及び提案が行われた。 
① この改正を行うと，本学では約１，１００名の常勤職員が対象になり，年額約

４億６千万円の減額となること。また，この額に見合う運営費交付金の減額に

ついては，現在のところ不明であること。 
② 本学としては，文部科学省大臣官房長からの要請及び今回の削減で生じる財源

が，東日本大震災の復興財源に充てられるという趣旨に鑑み，国家公務員と同

様の改正を行いたいこと。しかしながら，職員のモチベーションを下げないた

めにも，新たな手当の創設など何らかの形で，職員へ削減に見合う額の支給を

考えたいこと。 
審議の結果，国家公務員の給与の臨時特例に関する本学の対応方針が了承された。 

 

６．初期臨床研修医に対する奨学金支給制度の新設について 

本件について，学長から発議の後，初期臨床研修医に対する奨学金は，平成２０年

４月～平成２２年３月まで，寄付金を基に支給していたこと。新たな臨床研修制度が

実施されて以降，大学病院の研修医は減少しており，大学病院が魅力あるものとなる

ための条件である処遇の向上を図り，研修医獲得を図るため，新たに「初期臨床研修

医に対する奨学金支給制度」を設けることとし，要項（案）を作成した旨説明があっ

た。 
次いで，山内総務課長から資料６に基づき説明の後，審議の結果，資料のとおり，「初

期臨床研修医に対する奨学金支給に関する要項（案）」の制定について了承された。 
なお，施行は，平成２４年４月１日とする旨学長から付言があった。 
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報告事項 

１．学長報告 

学長から，次のとおり報告があった。 

（１）平成２４年度国立大学法人運営費交付金の内示について 

今田会計課長から，次のとおり報告があった。 

平成２４年度予算における国立大学法人運営費交付金の内示については，資料５の

とおりであること。 

１番目は，「遠隔医療ネットワークを用いて生活習慣病を予防する眼底血流診断システ

ムの研究開発」で，可搬型の眼底血流診断システムを研究開発し，遠隔医療ネットワ

ークを用いて，生活習慣病の予防指導を行える環境を構築するものであり，２年計画

の２年目であること。 

２番目の「特殊放射線治療システム」は，放射線により，がん，悪性腫瘍等の治療を

行うものであり，設置後１５年経過しており，更新であること。 

３番目の「超音波診断システム」は，更新であり，第二内科，第三内科，耳鼻咽喉

科・頭頸部外科，呼吸器センターに設置すること。 

その他，文部科学省施策による経費が認められたこと。 

また，欄外に記載のとおり，「大学改革促進係数」は，一般運営費交付金算定対象

額に対して，平成２４年度の削減額は，平成２３年度と同率の▲１．３％であること。 

 

（２）本学と株式会社北洋銀行との包括連携協定締結について 

資料７のとおり，３月９日に株式会社北洋銀行と包括連携協定を締結したこと。 

この協定は，産学官の連携を通じて相互の発展に寄与するとともに，道民の健康増

進並びに地域医療への貢献に資することを目的としていること。具体的な取組みの第

一弾として，ＨＢＣラジオの放送を通じて，本学の取組みを紹介していくこと。 

 

（３）受託研究，共同研究の受入れについて 

平成２４年２月末までに受入れを決定した受託研究及び共同研究については，

資料８―１及び８－２のとおりであること。 

 

（４）寄附金の受入れについて 

平成２３年１２月分～平成２４年２月分の寄附金受入状況については，資料９

のとおりであること。 

 

２．その他 

・平成２４年３月３１日付けで任期満了により退職となる前田監事から挨拶があった。 
・学長から，次回の経営協議会は，日程調整の上開催する予定である旨の報告があった。 

以上 

 


